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７０歳代雇用にたちはだかる大きな壁�

少子・高齢化の中で、７０歳雇用時代がやってきます。そのプロセスとして２０１３年
までになすべきことは、６５歳までの雇用をどうするかということでしたが、それは
法的措置によって、その実現が現実のものとなりました。すなわち、①定年６５歳、
②継続雇用（再雇用）、③定年廃止という３つの選択肢の中から、自社に適したも
のを選択して６５歳までの雇用を確保することが義務づけられたのです。まさに６５歳
定年制が否応なく働く仕組みを変えつつあります。２０１３年（平成２５年）の４月１日
からは、高年齢者雇用安定法の改正により、希望者全員が６５歳まで働ける雇用制度
が確立されました。これは、２０１３年の１年間だけ、無収入、無年金の人が出ること
を避けるための措置なのです。そして、６５歳から７０歳雇用への時代が始まりまし
た。
しかし、誰もが７０歳まで働けるわけではありません。企業は雇用をいったん６０歳
で終了し、新たに別仕立ての雇用契約を結び、６５歳までの再雇用という名目で雇用
を契約し直すことを選択したのです。そして、引き続き７０歳まで働く仕組みを考え
たということです。
いうまでもなく、７０歳雇用制度の要因には、いくつかの理由が存在します。それ
は、
１）国民の平均寿命が、２０６０年には男性８４歳、女性９１歳（内閣府平成２４年版「高
齢社会白書」より）という世界に類をみない超高齢の社会に突入してしまいます
（図参照）。
２）一方、労働力人口（１５～６４歳）も大幅な減少を余儀なくされ、働き手が少な
くなってしまうという現象があらわれます（推定６０％の４，８００万人）。ところが、６５
歳以上の人は、その７０％が継続雇用を望んでいるのですが、実際は、たかだか１５％
しか雇用されていないのです。
３）ピラミッド型を維持していたわが国の総人口は、２０５０年までには“逆ピラ
ミッド”に形を大きく変えていき、１億２，６００万人強の人口が、推測７，８００万人近く
に激減してしまうのです。
４）団塊の世代を中心に、高度の技能・技術を持った社員が一挙に減少し、それ
を継承する担い手が失われてしまいます。また、その継承者としての若年者の雇用
も減少してしまうという懸念があります。
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まさに国家存亡の危機に直面すると言っても過言ではない事態がやってくるので
す。
それでは、７０歳雇用時代は実現できるのでしょうか。確かに６５歳雇用制度は、高
年齢者雇用安定法の改正により、いったんは落ち着いたかのようですが、実態はど
うでしょうか。産労総合研究所の「中高齢層（４０～６５歳）の賃金・処遇に関する調
査結果」（２０１３年）をみてみましょう。
１）まず延長後の賃金カーブです。４５．５％は「賃金カーブを修正する」と回答し
ています（図表１参照）。
修正方法は、６０歳の時点で“一括カット型”が圧倒的に多く（７１．２％）（図表

２参照）、例えば年収が１，０００万円の技能熟練職であっても３００万円前後になってし
まうのです。そして“ベアなし”が半数の５４．７％となっています（図表３参照）。
２）賃金基準です（図表４参照）。「仕事内容」と「役割」が５０％近くを占めてお
り、賃金はあくまでもその人が何の仕事をしているのか、熟練度はどうなのかとい
う『職務給』『役割給』に重きを置いています。まさに、年功給でも職能給でもな
い、仕事そのもの＝職務給、なのです。
３）次に、年金や給付金との関係です。１）で触れた「賃金カーブを修正する」
という項目と表裏一体をなしており、在職老齢年金と高年齢雇用継続給付金を３分
の１の３５％があてにしており、また一方、大企業ではそれらをあてにしてはおら
ず、独自の選定を考えている（４４．５％）ことからも、大企業の社員の雇用継続は非
常に厳しいものがあることが分かります（図表５参照）。
４）そして、最も重要な６５歳以降の雇用についてです。「６５歳以降の雇用制度は
検討していない」というのが７０％強を占めており、経営者は６５歳以上の社員を雇う
という意思が全くない、といっても過言ではないのです（図表６参照）。
目先きは、熟練労働者が一斉に退職するのを防ぐために、雇用延長という幻の約
束をしたにもかかわらず、本人は早く退職してくれ、という考えがありありと目に
浮かびます。
５）雇用継続への変更・修正についてです。７６．５％が賃金制度の変更・修正が圧
倒的に多く、次いで人事考課が３３．３％を占めています（図表７参照）。

■
このように、７０歳継続雇用の殻を破り、真の喜んで働くことができる企業へは、
並大抵の努力ではすまないのです。
では、どうすれば７０歳雇用制度の道が開かれるのでしょうか。
それこそ重要な課題です。誰もが年齢にかかわりなく働ける仕組みに挑戦できる
ようにするには、最も意気軒昂な３０歳代から４０歳代に向けて、その根幹となる能力
を構築することが望まれます。３０歳代を、ただ仕事の忙しさにまぎれて時の経るま
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図表１ 何らかの見直しの内容
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計 賃金カーブ
を修正する

年齢に基づかない
新しい制度を導入
する

その他 無回答

調 査 計 １００．０（ １１） ４５．５ ３６．４ ― １８．２
１，０００人以上 ― ― ― ― ―
３００～９００人 １００．０（ １） １００．０ ― ― ―
２９９人以下 １００．０（ １０） ４０．０ ４０．０ ― ２０．０
製 造 業 計 １００．０（ １） １００．０ ― ― ―
非製造業計 １００．０（ １０） ４０．０ ４０．０ ― ２０．０

図表３ 正社員についてベースアップが実施されたときの再雇用者の取扱い
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計
正社員に準じ
て実施する

ベースアップ
は実施しない

個人ごとに
決める

とくに決め
ていない

無回答

調 査 計 １００．０（２７４） ５．１ ５４．７ ７．３ ３１．８ １．１
１，０００人以上 １００．０（ ４３） ４．７ ４１．９ ７．０ ４６．５ ―
３００～９９９人 １００．０（ ５６） ７．１ ５１．８ ５．４ ３２．１ ３．６
２９９人以下 １００．０（１７５） ４．６ ５８．９ ８．０ ２８．０ ０．６
製 造 業 計 １００．０（ ８２） ３．７ ５８．５ ６．１ ３１．７ ―
非製造業計 １００．０（１９２） ５．７ ５３．１ ７．８ ３１．８ １．６

図表４ ６０歳代前半層の賃金基準（複数回答）
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計 能力 仕事内容 責任の重さ 役割 仕事の成果 年齢 基準はない 無回答
調 査 計 １００．０（２７４） ３８．７ ５２．６ ２７．０ ４０．９ １８．６ １２．８ ２２．３ ２．９
１，０００ 人 以 上 １００．０（ ４３） ４１．９ ６２．８ ３０．２ ５１．２ １６．３ ４．７ １１．６ ２．３
３００ ～９００ 人 １００．０（ ５６） ３０．４ ３５．７ １７．９ ４２．９ ２３．２ １４．３ ３０．４ ―
２９９ 人 以 下 １００．０（１７５） ４０．６ ５５．４ ２９．１ ３７．７ １７．７ １４．３ ２２．３ ４．０
製 造 業 計 １００．０（ ８２） ４１．５ ５１．２ ３０．５ ４５．１ ２２．０ １７．１ ２４．４ １．２
非 製 造 業 計 １００．０（１９２） ３７．５ ５３．１ ２５．５ ３９．１ １７．２ １０．９ ２１．４ ３．６

〈図〉わが国の人口・高齢化率の推移

図表２ ６０歳（定年）前後の
賃金カーブ
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図表５ ６０歳代前半層の賃金決定と年金・給付金の受給関係
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計

在職老齢年金と
高年齢雇用継続
給付金の両方を
受給することを
前提に賃金額を
設定している

在職老齢年金の
受給のみを前提
に設定している

高年齢雇用継続
給付金の受給の
みを前提に設定
している

公的給付金の受
給は前提とせず
独自に設定して
いる

その他 無回答

調 査 計 １００．０（２７４） ３５．４ ５．１ １２．０ ４４．５ １．５ １．５
２０１０年 １００．０（１２５） ４０．８ ２．４ ８．０ ３８．４ ４．８ ５．６

１，０００人以上 １００．０（ ４３） ３４．９ ４．７ ９．３ ５１．２ ― ―
３００～９９９人 １００．０（ ５６） ３３．９ ― ８．９ ５０．０ ５．４ １．８
２９９人以下 １００．０（１７５） ３６．０ ６．９ １３．７ ４１．１ ０．６ １．７
製 造 業 計 １００．０（ ８２） ３５．４ ２．４ １８．３ ４１．５ ― ２．４
非製造業計 １００．０（１９２） ３５．４ ６．３ ９．４ ４５．８ ２．１ １．０

（注）１．「その他」の内訳
・コースに応じて設定／一部は年金受給も前提とした設定といえるが、スキル者について
はスキルに応じた支給水準の設定／基本的な金額と高年齢雇用継続給付金の概算を提示
し決定する／定年が６５歳

２．「２０１０年」は、「２０１０年度定年後の継続雇用制度の実態」（産労総合研究所）の調査結果。

図表６ ６５歳以降の雇用について
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計
すでに社員を雇用
する制度がある

６５歳以降の雇用制
度について検討中

６５歳以降の雇用制
度については検討
していない

無回答

調 査 計 １００．０（２７４） １６．１ １１．３ ７１．５ １．１
１，０００人以上 １００．０（ ４３） １１．６ ９．３ ７９．１ ―
３００～９９９人 １００．０（ ５６） ２１．４ ８．９ ６７．９ １．８
２９９人以下 １００．０（１７５） １５．４ １２．６ ７０．９ １．１
製 造 業 計 １００．０（ ８２） １８．３ １１．０ ６８．３ ２．４
非製造業計 １００．０（１９２） １５．１ １１．５ ７２．９ ０．５

図表７ 雇用継続に向けて、今後５年程度の人事賃金制度についての変更・修正
（単位：％、（ ）内は社数）

産業・規模 合 計 考えている
考えて
いない

無回答

変更・修正の具体的内容（考えている＝１００、複数回答）

肩書き・
資格制度

賃金制度 評価制度 その他 無回答

調 査 計 １００．０（２７４） ２９．６ ６７．５ ２．９ １６．０ ７６．５ ３３．３ １４．８ ３．７
１，０００人以上 １００．０（ ４３） ３７．２ ５８．１ ４．７ １２．５ ６８．８ ２５．０ ２５．０ ―
３００～９９９人 １００．０（ ５６） １９．６ ７５．０ ５．４ １８．２ ５４．５ ６３．６ １８．２ ９．１
２９９人以下 １００．０（１７５） ３０．９ ６７．４ １．７ １６．７ ８３．３ ２９．６ １１．１ ３．７
製 造 業 計 １００．０（ ８２） ２４．４ ７２．０ ３．７ ２０．０ ７５．０ ２５．０ １５．０ ５．０
非製造業計 １００．０（１９２） ３１．８ ６５．６ ２．６ １４．８ ７７．０ ３６．１ １４．８ ３．３

資料出所：産労総合研究所・調査（図表１～７）
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まに無駄に過ごしてしまうことがあっては、６５歳・７０歳への夢は断たれてしまうこ
とになりかねません。雇われるための、雇われるだけの能力を、３０歳代の頃から身
に付けておくことが究極の課題となりつつあるのです。
しかし、実態は自分の自己啓発や能力向上についての「不満」「やや不満」と考
えている４０代が約４３％、３０代が３９％、５０代に至っては３７％となっており、いずれに
しても３０～５０代で能力開発の必要性を感じているのです（資料出所：２０１２年度の内
閣府「国民生活に関する世論調査」）。
必要なのは、『エンプロイ・アビリティ（＝Employ Ability）』なのです。
つまり、若いうちから、自分自身のキャリア開発に取り組むことが大切で、本人
はもちろん、企業も誰一人として落ちこぼれのないように、７０歳まで働ける仕組み
と援助を考えていかなければなりません。
７０歳の定年延長・再雇用というのは、決してバラ色ではない、ということです。
企業から、“どうしても居てもらわないと困る”という、組織から必要とされる人
材になる、ということです。「生涯現役」という人になることです。“「匠」「マイス
ター」「スーパー専門職」として尊敬される人になる”ということです。
短い章立てですが、７０歳雇用に向けて人生に悔いのないワーク・ライフ・バラン
スのある生活を導くために役立てていただければ、このうえない幸せです。
なお、高齢者雇用の専門誌『エルダー』（独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用
支援機構発行）を創刊から３０数年にわたり編集されてきた長嶋俊三氏にもご協力を
いただいたことに、深くお礼申し上げます。

２０１４年６月
松田憲二
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戦後６９年の賃金制度はどのような
変化を遂げたのか

●戦前の生活主義賃金がスタート
●年功賃金が土台となる―年功主義の時代へ
●資格制度導入による活性化の時代―能力主
義の時代へ

●再び職務中心へ軌道の是正―能力主義から
職務主義へ

●目標管理に向かっての公正な配分―能力・
成果主義へ

●賃金体系の「革新」なくして雇用延長なし

1

６０歳を迎えて一変するのが生活と賃金の問題です。突然生活を支えてきた賃金が無収入
になるという人生に対する不安と危機感ははかりしれないものがあります。そこで、賃金
は戦後どのような経緯を辿って今日まで来たのでしょうか。また、老後（退職後）の生活
の糧となる退職金はどうなっているのでしょうか。そして６０歳以降の賃金は生活を支える
には十分なのか等々につき述べてみたいと思います。

1 戦前の生活主義賃金がスタート

昭和２０年以前の賃金は、学歴別職務別によってはっきりと賃金が決まっていました。国
立大の雄である東大卒の賃金は、帝大のなかでも一歩他の国立帝大を抜きん出た賃金でし
た。しかも、有名私大は、その国立帝大よりも、さらに低い地位に置かれているという位
置づけにあったのです。しかも、今日のような全員が大学に入れるという環境にはほど遠
く、大学卒は一般国民にとっては高嶺の花でした。まして、ほとんどの国民は高等小学校
しか出ておらず、自ずと生活ベースが決まっていたのです。そして、学歴別職務別の賃金
は、富国強兵・殖産興業の名のもとに、それぞれの生活に見合った“生活主義”的賃金層
を構成していました。
すなわち、賃金は労働力の拡大再生産（富国強兵）のための費用＝生計費である、とい

う考え方でした。まさに、生活主義的賃金そのものでした。
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な性格

2 年功賃金が土台となる――年功主義の時代へ

戦争に敗れ、国が疲弊した昭和２０（１９４５）年から昭和３５（１９６０）年頃にかけて、賃金は
「本人給」という勤続を土台とした賃金が中心となり、それに学歴・勤続が能力そのもの
として捉えられ、仕事が後追いの形で本人給の要件となったのです（図表１－１）。
また、この時期（１９４５年）は、労働組合の要求によって導入された“電産型賃金体系”
が、年齢・勤続・家族数といった要素で決まる生活保障給的なものであり、戦後の経済不
安定な状況下で、従業員の生活の安定確保を目指した賃金が中心でした。家族手当、住宅
手当など、仕事に関係のない項目が、賃金全体の３０～４０％を占めていたのです。

3 資格制度導入による活性化の時代――能力主義の時代へ

昭和２５（１９５０）年の朝鮮動乱を契機に、疲弊していた経済は徐々に明るさを取り戻し、
企業では従業員を能力・学歴・勤続・仕事によって格付けする資格制度の導入が一気に進
みました。その中心が、「職能資格」という制度でした。すなわち、賃金は、能力を開発
し、能力に基づいて処遇していくという考え方です。賃金の中心は「職能給」が主体と
なって運用されます（図表１－２）。

図表１－１ 年功主義の背景と考え方

図表１－２ 能力主義の背景と考え方

戦後６９年の賃金制度はどのような変化を遂げたのか
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累

それは、企業が期待する人材像を明確に設定し、その人材像を軸として評価・育成・処
遇していこうというものです。
評価制度は、「相対評価」という従業員をある割合に配分するという分布制限が中心で

したが、やがて「絶対評価」という、分布制限から、本人の努力の成果によって評価する
方式に変わっていきました。
企業は業績が好調に推移し、いずれも、人材の採用・確保のため業界相場を考慮した賞

与が中心でした。

4 再び職務中心へ軌道の是正――能力主義から職務主義へ

職能資格制度は、組織が複雑化し、機能が分担していくにつれ、単線型から複線型へと
舵を切り始めました（図表１－３）。
そして、何を基準とするのかという本来の考え方に立ち、結局、“仕事（職務）”を遂行
することこそ企業人としてのあるべき姿である、という原点に立ち返ったのです。
まさに、職務基準を確立して、賃金は“職務給”を取り、職務等級制度が敷かれること

になります。能力が高まっても仕事が高まらないかぎり、昇格など処遇に変化はありませ

図表１－３ 「単線型」から「複線型」へ

図表１－４ 職務主義の背景と考え方

戦後６９年の賃金制度はどのような変化を遂げたのか
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